
＜春闘期の主な日程＞ 
2月13日～20日  

  全国統一行動批准投票期間 

2月15日(水) 神奈川生存権裁判 

2月19日(日) 総がかり行動 

2月20日(月) 井上口頭意見陳述 

2月28日(火) 岩元裁判 

2月28日 

 ～3月1日 ビキニデー集会 

3月4日(土) 「止めよう原発」集会 

3月 5日(日) 春の県民集会 

3月 6日(月) 長時間労働をなく  

             す集会 

3月 8日(水) 中央行動 

3月 8日(水)  

  神奈川自治労連春闘要求交渉 

3月 9日(木)  県職労連共済学校  

3月10日～17日 集中学習ゾーン 

3月13日(月) 県労連春闘交渉 

3月16日(木) 県職労春闘交渉 

3月17日(金)  

  アスベスト訴訟結審集会 

 3月19日(日) 総がかり行動 

 3月22日(水) 中川裁判 

  

 5月 1日(金) メーデー 

 5月11日(木) 安保法制違憲裁判 

神奈川県職員労働組合総連合 
横浜市中区日本大通１本庁舎６F 

℡045-212-3179 fax045-212-3178 

http://www.kensyokurouren.jp 

神奈川県は2月8日、2月13日からはじまる神

奈川県議会第１回定例会に提案する2017年度当

初予算案ならびに条例案等に関する記者発表を行

いました。 

 「かながわモデル加速化予算～スマイルあふれる

かながわを目指して」と打ち出された2017年度当

初予算は、一般会計総額1兆9,402億3,100万円

と、過去最大規模の2016年度当初予算に比べ

3.7％の減となりました。これは2017年4月から

政令市の小中学校の県費負担教育職員の人件費が政

令市に移管されることによるものが大きく、その影

響がなかったものとするとほぼ昨年並みの予算規模

となっています。 

 県費負担教育職員の人件費が減少（影響額2,192

億円）したことから、予算に占める人件費率は

36.3％から26.8％と10％近く減少しました。しか

し、これに伴い政令市への税交付金等が大幅に増え

る（影響額1,477億円）とともに、介護・医療・児

童関係費も伸びて（257億円）いることもあり、義

務的経費全体の割合は83.3％と、昨年に比べ0.6ポ

イント上昇しており、引き続き、硬直した財政構造

となっています。 

 昨年10月に出された予算編成方針で650億円と

いわれた財源不足は、2017年度の国地方財政計画

で交付税・臨時財政対策債が見込みに比べ320億円

抑制されたこと等もあり予算編成過程では880億円

に拡大しました。それを不動産売却収入増（2016

年度・2017年度合計で100億円）と、2016年度

における減収補填債（2009年度以来の対応。290

億円）、地方交付税・臨時財政対策債増（190億

円）に加え、2017年度予算編成過程の事務事業の

見直しで生み出された財源（120億円）に加え、財

政調整基金取崩し（180億円）で解消することとな

りました。 

 財源不足額を厳しい予算査定に加え、県有財産と

基金、債権発行で補った形であり、こうした構造的

な問題を抱える県の財政構造の改善に向け、国レベ

ルでの財政及び税制改革の見直しを求める動きを強

める必要があります。 

 また、「神奈川県職員定数条例の一部を改正する

条例案」では、2016年度は42年ぶりの増員改定

となりましたが、2017年度は7,485人が7,404

人（配分定数では7,445人から7,364人）と81人

の減少となりました。 

しかし、産業技術センターの独立行政法人化や

茅ヶ崎保健福祉事務所の市移管といった組織再編に

よる当然減（136人）を除くと、実質的には55人

増となります。 

増えた要素の内訳で見ると、オリンピック・パラ

リンピック準備、児童虐待問題で対応した児童福祉

法改正に伴うものが大きな要素としてありますが、

それ以上に大きなものとして労働時間短縮を目的に

通常の定数調整とは別枠で25人が配置されまし

た。 

 また、ひばりが丘学園と中里学園を統合し新たに

新設される児童自立支援施設の定数では、不十分な

がらも入所者定数が減少する中、福祉職の定数は２

つの福祉施設を統合した人数を確保することができ

ました。 

今回の労働時間短縮のための人員増は、県職労連

として、この間、異常な長時間過密労働と不払い残

業解消に向け、職場実態調査とアンケートを背景に

改善を求めてきた、職場からの取り組みの成果

とみることができます。 

しかし、これで解決されたわけではなく、引

き続き長時間過密労働を生み出している「知事

の考え方に基づくトップダウンによる県政運営

手法」や「議会答弁調整や予算調整などの内部

業務」の見直しなど、仕事の進め方の抜本的な

改善が必要です。そして業務量に見合った人員

配置と、不払い残業を生まない予算措置が求め

られています。 

県職労連、県職労、県病院労組は、この間、

県民のいのちと暮らし、雇用と営業を守り、平

和の中で人間らしく生きることができる地域社

会の実現と、そのために働く職場組合員の賃

金・労働条件、職場環境の改善に向け、県民諸

団体の方々とも力を合わせ、職場、地域から運

動を進めてきました。 

2017年度の神奈川県と県病院機構の予算、

人員配置は、賃金確定闘争の取組みとあわせ、

この間の運動のひとつの運動の到達点と受け止

めています。 

その内容の詳細な分析は、今後すすめていく

ことになりますが、自治体及び自治体関連労働

者として、人員と予算に対する要求運動は「働

きがい」「生きがい」を求める基本的な取組み

であり、職場組合員や県民の方々の声や要求を

もとに運動をすすめていきます。 
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安倍改憲暴走政治許さず、国民･労働者の暮らしを守る、 
職員のはたらきがいが持てる県政と職場を 
大きな県職労連めざす２０１７国民春闘 

【県職労連 ２０１７国民春闘をたたかう構え】 
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